
第１四半期報告書

 本書は、ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Disclosure for Investors' NETwork）システ
ムを利用して金融庁に提出した第１四半期報告書の記載事項を、紙媒体と
して作成したものであります。

アイディホーム株式会社 
 
(E25310)

3274/2012年



目        次 

【表紙】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

  第一部 【企業情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

    第１ 【企業の概況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

        １ 【主要な経営指標等の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

        ２ 【事業の内容】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

    第２ 【事業の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

        １ 【事業等のリスク】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

        ２ 【経営上の重要な契約等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

        ３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ・・・・・・・・・・・・  3 

    第３ 【提出会社の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

        １ 【株式等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

          （１） 【株式の総数等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

            ① 【株式の総数】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

            ② 【発行済株式】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

          （２） 【新株予約権等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

          （３） 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 ・・・・・・・・・・  4 

          （４） 【ライツプランの内容】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

          （５） 【発行済株式総数、資本金等の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

          （６） 【大株主の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

          （７） 【議決権の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5 

            ① 【発行済株式】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5 

            ② 【自己株式等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5 

        ２ 【役員の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  5 

    第４ 【経理の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  6 

        １ 【四半期財務諸表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 

          （１） 【四半期貸借対照表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  7 

          （２） 【四半期損益計算書】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  8 

           【第１四半期累計期間】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  8 

           【会計方針の変更等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

           【追加情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

           【注記事項】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

           【セグメント情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

        ２ 【その他】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

  第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

レビュー報告書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 巻末 

3274/2012年



  

  

【表紙】 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年５月14日 

【四半期会計期間】 第18期第１四半期（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日） 

【会社名】 アイディホーム株式会社 

【英訳名】 ID HOME Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  久林 欣也 

【本店の所在の場所】 東京都西東京市西原町一丁目４番１号 

【電話番号】 042-451-8868 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 櫻井 秀彦 

【最寄りの連絡場所】 東京都西東京市西原町一丁目４番１号 

【電話番号】 042-451-8615 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 櫻井 秀彦 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

  

3274/2012年-1-



（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 第17期第１四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載
しておりません。第17期及び第18期第１四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、関
連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

４ 当社は、平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行っております。  
  

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第17期 
第１四半期 
累計期間 

第18期 
第１四半期 
累計期間 

第17期 

会計期間 自平成23年１月１日 
至平成23年３月31日 

自平成24年１月１日 
至平成24年３月31日 

自平成23年１月１日 
至平成23年12月31日 

売上高 （千円）  11,681,137  14,028,298  55,470,590

経常利益 （千円）  1,083,399  638,573  4,495,332

四半期（当期）純利益 （千円）  639,239  378,049  2,648,869

持分法を適用した場合の投資利益 （千円）  －  －  －

資本金 （千円）  717,031  733,179  728,092

発行済株式総数 （株）  4,542,000  4,648,800  4,616,400

純資産額 （千円）  7,416,954  9,365,028  9,211,019

総資産額 （千円）  24,188,855  29,232,721  27,019,895

１株当たり四半期（当期）純利益
金額 

（円）  153.29  81.80  591.07

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額 

（円）  145.16  79.10  565.52

１株当たり配当額 （円）  －  －  100.00

自己資本比率 （％）  30.6  32.0  34.0

２【事業の内容】 
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 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した
事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

(1）業績の状況 
 当第１四半期累計期間における我が国の経済は、復興関連需要の高まりから設備投資が緩やかに持ち直している
ほか、個人消費についてもエコカー補助金の復活等の効果もあり堅調な動きとなっております。しかしながら、欧
州の政府債務危機や原油価格の上昇を背景とした海外景気下押しリスク、デフレの影響、電力供給の制約や原子力
災害の影響等、先行き不透明な状況で推移しております。 
 当社が属する不動産業界におきましては、住宅エコポイント制度の再開や住宅金融支援機構の金利優遇措置等の
政策効果により首都圏の一部で持ち直しの兆しが見えつつも、所得・雇用環境は依然として厳しい状況が続いてい
ることから、予断を許さない状況となっております。 
 このような事業環境の中、当社はひとりでも多くの方にマイホームを持って頂きたいと願う「理想を現実に」の
信念のもと、「価格のValue」「品質のValue」「安心のValue」をコンセプトに、徹底した原価管理と品質の向上
に努め、良質で安心な戸建分譲住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。 
 戸建分譲事業では、東京都下や埼玉県といった一部の地域における供給過剰感からの競争過熱傾向に対して、仕
入・着工・販売のバランスと在庫回転率に重点をおき、市場動向を早期に把握し価格調整を主体的に実施した販売
活動を推進いたしました。このことから平均販売価格の低下を招き、営業利益および営業利益率は前年同四半期実
績を下回ることとなったものの、前事業年度の秋口より厳選してまいりました事業用地との在庫入替が増進し、販
売棟数は601棟（前年同四半期比26.3％増）となるとともに、売上高も前年同四半期実績を上回ることとなりまし
た。 

 これらの結果、当第１四半期累計期間におきましては売上高 百万円（前年同四半期比 ％増）、営業利
益 百万円（前年同四半期比 ％減）、経常利益 百万円（前年同四半期比 ％減）、四半期純利益 百
万円（前年同四半期比 ％減）となりました。   
  
 セグメントの業績は、次のとおりであります。 
①戸建分譲事業 
 戸建分譲事業におきましては、主として東京都、埼玉県、神奈川県及び愛知県での販売棟数が増加し、その売上

高は 百万円（前年同四半期比 ％増）、セグメント利益は 百万円（前年同四半期比 ％減）となり
ました。  
  
②その他の事業  

 その他の事業における売上高は 百万円（前年同四半期比 ％増）、セグメント利益は 百万円（前年同四半
期比 ％増）となりました。  

   
(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期累計期間において、新たに当社が対処すべき課題の発生、または、前事業年度の有価証券報告書に
記載した当社が対処すべき課題についての重要な変更はありません。 

  
(3）研究開発活動 
 該当事項はありません。 

  

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

14,028 20.1
697 40.0 638 41.1 378

40.9

13,972 20.0 642 42.9

55 33.6 55
43.0
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成24年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

  

 該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。  
  

 該当事項はありません。 
  

 （注） 新株予約権の行使による増加であります。 
  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  9,600,000

計  9,600,000

種類 
第１四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成24年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年５月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  4,648,800  4,649,700

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード） 

１単元の株式数は100
株であります。 

計  4,648,800  4,649,700 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年１月１日～ 
平成24年３月31日 
（注）   

 32,400  4,648,800  5,086  733,179  5,053  691,172

（６）【大株主の状況】 
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することが出来ないことから、直前の基準日（平成23年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。 

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式17株が含まれております。   
  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  
  

（７）【議決権の状況】 

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,616,100  46,161

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社の標準と
なる株式であります。
なお、１単元の株式数
は100株であります。 

単元未満株式 普通株式        300 － － 

発行済株式総数  4,616,400 － － 

総株主の議決権 －  46,161 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【役員の状況】 
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１ 四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第
63号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年１月１日から平成24
年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年１月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期財務諸表
について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３ 四半期連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第４【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年12月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 5,886,895 6,011,183 
売掛金 60,187 38,763 
販売用不動産 5,872,669 7,789,256 
仕掛販売用不動産 12,303,349 12,766,851 
未成工事支出金 2,129,724 1,945,880 
貯蔵品 324 114 
その他 442,280 340,286 
流動資産合計 26,695,429 28,892,336 

固定資産   
有形固定資産 78,842 78,439 
無形固定資産 25,916 25,045 
投資その他の資産 219,706 236,900 
固定資産合計 324,465 340,385 

資産合計 27,019,895 29,232,721 
負債の部   
流動負債   
支払手形 2,196,536 2,170,890 
工事未払金 3,884,479 3,737,897 
短期借入金 9,610,543 12,226,543 
1年内返済予定の長期借入金 53,760 53,760 
1年内償還予定の社債 100,000 150,000 
未払法人税等 862,214 268,209 
賞与引当金 6,166 91,871 
その他 236,952 362,358 
流動負債合計 16,950,652 19,061,529 

固定負債   
社債 490,000 420,000 
長期借入金 91,460 78,020 
退職給付引当金 42,456 46,811 
完成工事補償引当金 207,454 234,337 
その他 26,853 26,993 
固定負債合計 858,223 806,162 

負債合計 17,808,875 19,867,692 

純資産の部   
株主資本   
資本金 728,092 733,179 
資本剰余金 686,118 691,172 
利益剰余金 7,783,897 7,931,127 
自己株式 △36 △80 

株主資本合計 9,198,072 9,355,398 
新株予約権 12,946 9,629 
純資産合計 9,211,019 9,365,028 

負債純資産合計 27,019,895 29,232,721 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 11,681,137 14,028,298 
売上原価 9,768,376 12,488,197 
売上総利益 1,912,760 1,540,100 
販売費及び一般管理費 748,953 842,341 
営業利益 1,163,807 697,759 
営業外収益   
違約金収入 6,112 3,400 
その他 588 783 
営業外収益合計 6,700 4,183 

営業外費用   
支払利息 57,176 61,451 
その他 29,932 1,917 
営業外費用合計 87,108 63,369 

経常利益 1,083,399 638,573 

特別損失   
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,486 － 

特別損失合計 4,486 － 

税引前四半期純利益 1,078,912 638,573 
法人税、住民税及び事業税 361,300 254,033 
法人税等調整額 78,373 6,490 
法人税等合計 439,673 260,524 

四半期純利益 639,239 378,049 

3274/2012年-8-



  
  

【会計方針の変更等】 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年３月31日） 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）  
 当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月
30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月
30日）を適用しております。  
 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ
プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評
価額のうち、将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 
 なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。 

【追加情報】 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年３月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
 当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  
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当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累
計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 
１ 配当金支払額 

  
２ 株主資本の金額の著しい変動 
 当社は、平成23年３月15日の大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）への株式上場にあたり、公募増
資による払込が平成23年３月14日に完了いたしました。この結果、資本金及び資本準備金がそれぞれ612,928
千円増加し、当第１四半期会計期間末において、資本金が717,031千円及び資本準備金が675,131千円となって
おります。 

  
Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日） 
１ 配当金支払額 

  
２ 株主資本の金額の著しい変動 
  該当事項はありません。 

  

前第１四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 
 当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。  
  
当第１四半期累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日） 
 関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

【注記事項】 
（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年３月31日） 

減価償却費 千円7,573 減価償却費 千円7,211

（株主資本等関係） 

決 議 株式の種類 
配当金の 
総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月30日 
定時株主総会 

普通株式  135,900  100 平成22年12月31日 平成23年３月31日 利益剰余金 

決 議 株式の種類 
配当金の 
総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年３月28日 
定時株主総会 

普通株式  230,819  50 平成23年12月31日 平成24年３月29日 利益剰余金 

（持分法損益等） 
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 
１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
                             （単位：千円） 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マンション分譲事業
等を含んでおります。 

   ２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 
  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
該当事項はありません。 

  
Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年３月31日） 
１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
                             （単位：千円） 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、マンション分譲事業
等を含んでおります。 

   ２ セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 
  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
 該当事項はありません。 

   

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
報告セグメント その他 

（注）１  
合計 

戸建分譲事業 

 売上高 
  外部顧客への売上高 

 11,639,593  41,543  11,681,137

計  11,639,593  41,543  11,681,137

 セグメント利益 
 （注）２ 

 1,124,990  38,817  1,163,807

  
報告セグメント その他 

（注）１  
合計 

戸建分譲事業 

 売上高 
  外部顧客への売上高 

 13,972,784  55,514  14,028,298

計  13,972,784  55,514  14,028,298

 セグメント利益 
 （注）２ 

 642,268  55,491  697,759
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

 （注）当社は平成23年１月１日付で１株を３株とする株式分割を行っております。 
   

  

（１株当たり情報） 

  
前第１四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年１月１日 
至 平成24年３月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 153 29 円 銭 81 80

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  639,239  378,049

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  639,239  378,049

普通株式の期中平均株式数（株）  4,170,000  4,621,830

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 145 16 円 銭 79 10

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  233,784  157,470

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要 

──────  ────── 

（会計方針の変更）  
 当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６
月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年
６月30日）を適用しております。  
 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・
オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正
な評価額のうち、将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 
 なお、この変更による前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額への影響はありま
せん。 
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（重要な後発事象） 

 当第１四半期会計期間 
（自 平成24年１月１日 
  至 平成24年３月31日）  

 （ストック・オプションとしての新株予約権の発行） 
 当社は、平成24年５月７日開催の取締役会において、平成24年３月28日開催の第17回定時株主総会の決議に基づ
き、当社取締役及び従業員に対するストック・オプションとしての新株予約権の発行について、以下のとおり決議
いたしました。 
 １. 新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。） 
   平成24年６月１日 
 ２. 新株予約権の総数 
   979個 
 ３. 新株予約権の割当対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数 
   当社取締役   ２名  80個 
   当社従業員  60名  899個 
 ４．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 
   当社普通株式 97,900株（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、当社普通株式100株とする。） 
 ５. 新株予約権の発行価額 
   無償 
 ６. 新株予約権の行使時の払込金額 

 各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込みをす
べき１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、行
使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の大阪証券取引所における当社株式
の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日
の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合は、割当日の終値とする。 

 ７. 新株予約権の行使期間 
 平成26年６月２日から平成31年６月１日までとする。ただし、行使期間の最終日が土日祝日にあたるときは、
その前日を最終日とする。 

 ８. 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及び資本準備金の額 
（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に 
  従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その 
  端数を切り上げるものとする。 
（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記（１）に記載の資本 
  金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。  
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年５月14日 

アイディホーム株式会社 
 取締役会 御中  

  
  
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアイディホーム
株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第18期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年１月１日から
平成24年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年１月１日から平成24年３月31日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アイディホーム株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって
終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士    柴田 憲一  ㊞ 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士    石黒 一裕  ㊞ 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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